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 別添 

○ 平成２６年度における基礎的電気通信役務の提

供に係る経営効率化等の報告について（東日本

電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社） 

 



 

１ 

 

報 告 概 要 

 

１ 経緯 

 

■ ユニバーサルサービス制度に係る交付金・負担金の額等についての初年度（平成18

年度）認可の際に、情報通信審議会（当時）から、総務省及びＮＴＴ東西に対して、

設備利用部門の費用の経営効率化率等を報告するよう要望があったもの。 

 

２ 報告の概要 

 

■ 平成26年度の実績については、平成27年８月31日にＮＴＴ東西から報告（別添）

があったもの。 

 

ア.ユニバーサルサービスに係る設備利用部門の経営効率化の実績について 

 

＜実績＞                                

(億円) 

Ｎ Ｔ Ｔ 東 日 本 Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 

平成26年度 平成25年度 増 減 率 平成26年度 平成25年度 増 減 率

営 業 収 益 2,335  2,532 ▲7.8％ 2,392 2,604  ▲8.1％

営 業 費 用 2,757  2,974 ▲7.3％ 2,788 2,980  ▲6.4％

 （内）設備利用部門費用 946  1,029 ▲8.1％ 783 849  ▲7.7％

営 業 利 益 ▲422  ▲442 4.6％改善 ▲396 ▲376  5.3％悪化

 

＜主な取組＞ 

 Ｎ Ｔ Ｔ 東 日 本 Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 

人員数の削減 

■ 3.3万人 （H25実績） 

 → 3.2万人（H26実績） 

※ ＮＴＴ東日本及びアウトソーシング会社等の合計

■ 3.3万人 （H25実績）  

→ 3.1万人（H26実績） 

※ ＮＴＴ西日本及びアウトソーシング会社等の合計

業務の集約・ 

アウトソーシン

グによる効率化 

■１１６業務に係る拠点の集約、アウトソーシン

グによる効率化 

  拠点数：16（H25年度末） →14（Ｈ26年度末）

■１１６業務に係る拠点の集約による効率化 

   

拠点数：31（H25年度末）→ 30（Ｈ26年度末）

資産のスリム化 

■ 集約による空きスペースの貸付を推進   

■ 社宅等の集約、廃止及び売却による保有コスト

の削減 

■ 集約による空きスペースの貸付を推進   

■ 社宅等の集約、廃止及び売却による保有コスト

の削減 

その他 
■ 料金請求に係る費用の抑制 

■ Web受付の推進による効率化  

■ 料金請求に係る費用の抑制 

■ Web受付の推進による効率化  



 

２ 

 

イ．市場環境の変化や競争の進展等が収支に及ぼした影響について 

 

○ＮＴＴ東日本 

 

加入電話 

（基本料） 

○ 収益について、携帯電話及び光ＩＰ電話への移行等に伴う契約数の減少により、

対前年度で▲196億円。 

○ 費用について、加入者回線コストの削減（▲93億円）や設備利用部門コストの削

減（▲83億円）等により、対前年度で▲215億円。 

○ この結果、損益は対前年度で＋19億円の改善。 

加入電話 

（緊急通報） 

○ 緊急通報機関の受付方式変更に伴う専用線方式の提供に係るコストの減少によ

り、損益は対前年度で＋3.0百万円の改善。 

一種公衆 

（市内通信） 

○ 公衆電話機に係る保守等の設備管理部門コストの削減（▲1.3億円）により、損

益は対前年度で＋0.9億円の改善。 

一種公衆 

（離島特例） 

○ テレホンカード販売等の設備利用部門コストの削減等により、損益は対前年度で

＋0.4百万円の改善。 

一種公衆 

（緊急通報） 
○ 損益は平成25年度とほぼ同額。 

 

 

○ＮＴＴ西日本 

 

加入電話 

（基本料） 

○ 収益について、携帯電話及び光ＩＰ電話への移行等に伴う契約数の減少により、

対前年度で▲212億円。 

○ 費用について、加入者回線コストの削減（▲94億円）や設備利用部門コストの削

減（▲66億円）等により、対前年度で▲190億円。 

○ この結果、損益は対前年度で▲21億円の悪化。 

加入電話 

（緊急通報） 

○ 老朽化した設備の更改に伴う設備管理部門コストの増加により、損益は対前年度

で▲0.2億円の悪化。 

一種公衆 

（市内通信） 

○ 公衆電話機に係る保守等の設備管門コストの削減等により、損益は対前年度で＋

1.4億円の改善。 

一種公衆 

（離島特例） 

○ 公衆電話機に係る保守等の設備管理部門コストの削減等により、損益は対前年度

で＋0.7百万円の改善。 

一種公衆 

（緊急通報） 
○ 損益は平成25年度とほぼ同額。 
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